















































































































台から753.7±70.2台（t= -2.42,p= 0.02）に増加、3次救急98.1±17.2台から122.2±29.5台（t= 
-2.41, p= 0.02）に増加した。【考察・結語】　本プロジェクトによる活動は、救命救急
科から他の診療科への転科・一般病棟への転棟を促し、当院が地域の救急患者を受
け入れ、高度急性期病院として使命を果たすことに寄与する一端となっている。
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病棟における外国人患者受入体制の整備 
～JMIPを取得して～
成田赤十字病院　看護部
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ま み
美、鈴木　朋佳、中丸　雅剛、浅香　朋美、村田　智子、
石渡　祥子
【はじめに】当院に隣接する成田空港から救急搬送される外国人患者は年々増加して
いる。2020年の東京オリンピックに向け、観光や就労目的の外国人の増加が予測さ
れる。当院では外国人患者が安心して医療を受けられ、職員も安心して外国人患者
を受け入れられる体制を整備する目的で、2017年12月に外国人患者受入れ医療機関
認証制度（以下ＪＭＩＰ）を受審し、2017年1月に認定された。今回、受審に向けた病棟
での取り組みと成果について報告する。【内容】1）現状（1）コミュニケーションツール
が整備されておらず、看護師は外国人患者の対応に苦慮していた。（2）入院に関わる
外国人対応の書類がなく説明に時間を要していた。（3）社会的問題のあるケースにつ
いて対応窓口が明確ではなかった。2）取り組み（1）既存の「外国人対応マニュアル」を
見直し、医療チームで協働することの必要性を他職種と共通認識した。（2）看護師が
直接かかわる書類（入院書類、問診票、看護データベースなど）を抽出し、翻訳した
ものを病棟内で周知。（3）翻訳ツールの充足と使用方法の周知。「指さし会話集」の統
一と活用。（4） 社会的問題の解決のため、入院時の必須情報を共有し他職種へつな
げた。 【結語】これまで病棟が対応していた問題について、国際救援部開設準備室（以
下国際部）に相談窓口を一本化したことで、迅速に情報提供できるようになった。ま
た、国際部の介入や翻訳ツールの導入により外国人患者と看護師のコミュニケーショ
ンが円滑になった。さらに国際部の存在が安心材料となり、看護師は主体的に翻訳
ツールを活用した初期対応ができ、外国人とのコミュニケーションの苦手意識が軽
減された。看護師全体が、外国人患者の不安を軽減するため、国籍に応じた文化や
習慣に対応しようという意識に変化した。
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外国人患者受入れと医療費回収について
成田赤十字病院　医事業務課
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【経緯・背景】増加傾向にある外国人患者への適切な医療提供、保険診療報酬収納担
保がない自由診療費用の確実な収納は、全国の医療機関が解決すべき課題の一つで
ある。　国際空港が近隣する当院は外国人患者が救急受診し入院加療するケースも
増加している。近年、当院では緊急上陸にて搬送された外国人患者は「出入国管理及
び難民認定法」を適用し、搭乗していた航空会社に診療費用の相談を行い未収防止に
努めている。また、外国人患者への医療通訳や英語の診断書作成等は日本語対応よ
り負担がかかるため、自由診療費を20割に増額する取組みも開始した。【外国人患者
の受入れと医療費回収の取組み】１．医療費の未収防止対策　外国人患者を受入れる
場合、受付時からパスポート、在留カード、保険証の提出を求めるとともに、支払
能力があるかどうかの確認やクレジットカード等の情報を早期に収集することによ
り医療費の未収防止に繋げている。また、母国の家族とも頻回に連絡を取り共に解
決する方法を模索している。２．医療アシスタンス企業との協働　国や地域を問わ
ず海外での受診に必要なコーディネートを行う医療アシスタンス会社と業務提携を
行い、外国人患者本人の加入している保険会社と支払い等の調整を直接行わず、医
療アシスタンス会社を介してのみ調整を行なっている。３．行旅病人及行旅死亡人
取扱法　１．２の取組みを実施した上で、医療費の支払いが困難な場合は、最終手段
として医療ソーシャルワーカーを通して行旅病人及行旅死亡人取扱法により傷病発
生地の行政機関（市町村）に救護を依頼している。【考察】これらの外国人患者に対す
る取り組みを講ずることにより、当該外国人患者の診療費の未収を出来る限り最小
限に抑える努力をしている。
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